
 

 

 

収入がある方の生活保護費の算定方法について 

１ 保護費の決め方 

生活保護費は国が定めた最低生活費（保護基準）と、その世帯の収入額を対比し、最低生

活費（保護基準）に満たない部分を生活保護費で賄う仕組みです。 

 

※収入がある場合 

最低生活費（保護基準） 

世帯の収入 保護費 

 

※収入が無い場合 

最低生活費（保護基準） 

保護費 

 

２ 保護基準とは 

 国が「健康で文化的な最低限度の生活を営む」ために必要とする額を算定したものです。 

 生活保護は世帯単位の考えで設計されており、世帯の人数・構成員の年齢によって金額が

決まります。加えて、一定の障害のある人のいる世帯や母子世帯、子どもを養育する世帯に

は加算額が計上されます。 

 また、家賃相場等の物価も算定根拠となっているため、全国を 6 区分に級地分けをして

おり、級地によって同じ世帯構成でも最低生活費（保護基準）は変わります。 

 

３ 収入とは 

 原則として就労収入（給料・給与）の他、各種年金、手当て、仕送り、保険金等あらゆる

ものが算定されます。ただし一部の手当て等については収入としてみなさない扱いを行う

ものがあります。（収入認定除外） 

 

４ 具体的な流れ 

 最低生活費（保護基準）が 15万円の世帯で、年金収入が 5万円の場合 

  

このような算定となりますが、就労収入のような収入額に変動がある場合は、一旦収入が 0

円もしくは前月の収入額が継続するものとして、保護費を算定し支給します。（推定認定） 

 

 

 

最低生活費（保護基準）15万円 

世帯の収入 5万円 保護費 10万円 

資料３ 



 推定認定を行った場合の保護費の算定の流れ 

（平成 30年１月 1日保護開始。開始時収入無し、1月 20日に初任給を受け取った場合） 

 

○1月上旬の処理 

～保護開始時支給額（平成 30年 1月 1日：収入額 0円）～ 

 経理手続きに時間を要するため、2月分の生活保護費については 1月中旬までに一旦支給

額を確定させる必要があります。本事例の場合 1 月中旬時点では収入がいくらになるか不

明であるため、収入額 0円として 2月分の生活保護費が確定し 2月 1日に支給されます。 

 

～2月 1日支給額～ 

 

○2月上旬の処理 

その後、当該世帯が 1 月 20 日に就労収入 10 万円を受け取った場合、次の通り保護費を

算定します。この場合、1月下旬に受け取った給与収入は 2月分の生活費として計上するた

め、2月分の生活保護費を以下の様に算定し直します。 

 このように、2月 1日に支給した保護費が 10万円多かった（過支給）ことになり、この

支給しすぎた保護費を返還していただくか、3 月以降の保護費に充当することになります。 

以降、毎月このような保護費算定の事後調整を行っていきます。 

※就労収入については一部の額を生活保護費の算定上、収入としてみなさない”基礎控除”が

ありますが、本事例では基礎控除について考慮しておりません。 

最低生活費（保護基準）15万円 

保護費 15万円（1月 1日支給額） 

最低生活費（保護基準）15万円 

保護費 15万円（2月 1日支給額） 

最低生活費（保護基準）15万円 

世帯の収入 10万円 保護費 5万円 



※上記、事務の流れについては、ケース記録・世帯台帳・挙証資料・決定処分に係る帳票が1冊にまとめられたケースファイルを回付している。

１．保護決定(収入認定等)の手続きの流れ
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収入申告

・就労収入 ・年金収入 ・年金遡及支給

・敷金返還金 ・生命保険解約返戻金

・生命保険入院給付金 ・各種税金還付等

申告書収受

・挙証資料を元に、収入に応じて保護費の調整を行う。

(程度の決定)

・生活保護システムに収入額等を入力し、当該月の正しい保

護費の算定を行う。

・収入が増加→返還or翌月収入充当

・収入が減少→追加支給

・年金の遡及支給や、生命保険の解約返戻金・保険金を受け

たときには、受給権の発生した日や保険事故の発生日に遡っ

て、資力があったものと扱う(法第63条)ため、遡及して支給済

保護費(医療費含)の計算を行い返還を求める。

→最大5年間の支給済保護費を計算するため、事務に時間を

要する。

問題点と現在実施している改善策
<平成28年度途中まで>

・生活保護システムで、一旦決裁を経たものでも、SV・課長の承認を

経ずに変更・削除を行うことができた。→システム改修済み

保管箱を定め、申告書等を一つの場所に保管するようにした。

<平成29年度まで>

・収受した書類の管理簿がなく、担当者個人で管理していた。

・保管箱は定まっていたが、可視性が低く、担当者以外のもの

が見て事務の遅れを把握できるものではなかった。

<平成30年度から>

・収受書類の管理簿を作成し収受担当者が入力する。

・SVが決裁時に管理簿に完了確認のチェックをする。

・適時、管理簿の未処理事務を抽出しSVがフォローする。

保護変更決定

審査・決裁

・CWの決定処分に誤りがなく、正しく保護費が算定され

ているかチェックを行う。

・定例的に変更すべき事項について、正しく適切な時期

に変更が行えているかチェックする。

・算定に誤りがあった場合には、CWに補正を求める。

審査・支払

・経理上の誤りがないか審査し、支払手続きを行う。

・返納が生じた世帯に対しては、決定通知とともに納付

書を送付する。

保護費受取

保護費の返還

問題点と現在実施している改善策
<平成29年度まで>

・CWに補正を求めたもの、指示したものを付箋で伝達していた。

・生活保護システムとエクセル台帳と複数の管理台帳を利用して

おり、指示の履行確認を行っていなかった。

→エクセルで査察指導台帳を作成し、指示事項などをリスト化し

完了確認を管理職が行うこととした。



※上記、事務の流れについては、ケース記録・世帯台帳・挙証資料・決定処分に係る帳票が1冊にまとめられたケースファイルを回付している。

２．保護決定(一時扶助等)の手続きの流れ
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一時扶助申請

・オムツ代 ・通院・転院移送費

・転居等の敷金 ・アパートの契約更新料

※類似のものとして、就労自立給付金・自立促

進事業経費(学習塾代・居宅清掃費用等)がある。

申請書受理

・実施要領に基づき、支給の可否を判断し支給決定を行う。

・生活保護システムに支給金額を入力。

・オムツ代、医療移送費（公共交通機関によらないもの）について

は医療上の必要性を判断するため、書面で医師意見を定期的に

徴する。オムツ代・医療移送は半年毎。

問題点と現在実施している改善策
<平成29年度まで>

・受給者から移送費やオムツ代の申請を受理したものの、意見書を

徴していないため、支給の可否判断が行えず、事務が遅れてしまう。

<平成30年度から>

意見書の有効期限のチェックを査察指導台帳でも行い、有効期限

が切れる前に新たな意見書を徴することとした。

保護変更決定

審査・決裁

・CWの決定処分に誤りがなく、正しく保護費が算定され

ているかチェックを行う。

・意見書の有効期限が切れていないか、新たな意見書

を徴しているかのチェックを行う。

・算定に誤りがあった場合には、CWに補正を求める。

審査・支払

・経理上の誤りがないか審査し、支払手続きを行う。

保護費受取

問題点と現在実施している改善策
<平成29年度まで>

・指示事項や意見書の有効期限についての指摘等を付箋でCW

に伝達していたが、完了確認を行っていなかった。

<平成30年度から>

・査察指導台帳に意見書の有効期限なども入力し、SVも管理を

行う。



※上記、事務の流れについては、ケース記録・世帯台帳・挙証資料・決定処分に係る帳票が1冊にまとめられたケースファイルを回付している。

３．課税調査を行い、返還(法第63条・法第78条)を決定する手続きの流れ
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課税調査実施

・課税課から被保護者の課税データの提供を受ける。

・被保護者から申告のあった額と課税データを突合

・差異があった場合には、①本人からの聴取、②勤務先等への

法第29条調査

・未申告収入額と、未申告の期間の支給済み保護費を算定

→上記事務があるため、調査及び金額の確認に時間を要する。

・調査・聴取が完了したら、ケース診断会議開催。

・会議にて63条or78条の方針決定後、63条or78条の決定を行う。

問題点と現在実施している改善策
<平成29年度まで>

課税調査の事務に取り組むことができなかった。

<平成30年度から>

課税調査を実施。突合作業、29条調査等を実施している。

ケース診断会議開催

審査・決裁

・CWの決定処分に誤りがなく、正しく返還額・支給済み

保護費の算定が行われているかチェックを行う。

審査・支払

・経理上の誤りがないか審査し、納付書を送付。

保護費返還

問題点と現在実施している改善策
<平成29年度まで>

・所管課から課税データを入手していたが、CWに作業指示を行えず、調査が実施できなかった。

<平成30年度から>

・所管課から入手したデータを元にCWに作業指示を行う。

法第63条or法第78条決定

ケース診断会議出席

・所としての組織判断のため、担当者以外の意見を

広く求める。

・SV・管理職としての意見・判断を示す。

・最終的な組織決定を行う。

面談実施

面談同席

・必要性に応じて

面談に同席する。
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